
総合評価落札方式に係る技術資料の作成要領 

工事名：城南線電線共同溝設置工事（その９） 

１．様式の記入要領 

評 価 項 目 様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

① 
 

企 
 
 

業 
 
 

の 
 
 

施 
 
 

工 
 
 

能 
 
 

力 

ア 過去１０年間

（年度）の同種工

事の施工実績の

状況 

様式１ ① 同種工事とは、公共工事の土木一式工事（港湾工事、ＰＣ橋

工事及びトンネル工事を除く）とする。 

② 上記のうち、平成２７年４月１日から令和７年３月３１日ま

でに完成した請負金額（JVの場合は全体金額）１億円以上の元

請工事完成実績（JV の場合は出資比率が 15％以上あるもの）

について記入すること。なお、複数の実績がある場合は、直近

の２件について記入すること。 

③ 施工実績については、CORINSの工事カルテ及び竣工時工事

カルテ受領書等の写し、若しくは、発注機関からの施工証明等、

工事実績が確実に確認できる書類を添付すること。 

 

イ 本市が発注し

た土木一式工事

における過去３

年間（年度）に完

成した工事の成

績評定点と別表

２の年度別評定

平均点との差の

工事１件当たり

の平均値 

 

様式２ ①  令和４年４月１日から令和７年３月３１日までに完成した

本市（公営企業を除く）発注の土木一式工事（単価契約及び降

灰除去工事を除く）全てについて記入すること。 

② 評定点は、工事成績通知書の評定点を記入すること。 

③ 評定平均点は、記載した工事全部の完成年度の年度別平均点を

別表２（公告に有）から記入すること。 

④ 差分は、評定点から評定平均点を引いて記入すること。 

⑤ 平均値は、記載した工事全部の差分を足して、記載した工事件

数で割った数値を記入すること。（小数点以下第２位を四捨五入） 

ウ 品質マネジメ

ントシステム 

（ISO9001）の取

得状況 

様式９ ① 本公告日現在におけるISO9001の取得状況について記入する

こと。 

② 取得している場合には、認定登録証の写しを添付すること。

登録証だけで適用サービスが確認できない場合は、付属書も添

付すること。 

 

エ 国、県又は本市

における過去 

１０年間(年度)

の企業表彰実績 

様式３ ① 平成２７年４月１日から令和７年３月３１日までに単独の元

請又は共同企業体の構成員（15％以上の出資比率）として完成

した土木一式工事（港湾工事、ＰＣ橋工事及びトンネル工事を

除く）において、国土交通行政功労表彰、鹿児島県（土木部・

農政部・環境林務部）優良工事等表彰実施要領に基づく優良工

事表彰又は鹿児島市優良工事等表彰を受けた実績について記入

すること。 

ただし、本公告日までに表彰を受けているものに限る。（表彰

決定通知書等含む。） 

なお、複数の実績がある場合は、直近の２件について記入す

ること。 

② 表彰状の写し（申請日までに表彰状を受け取っていない場合 

は、表彰決定通知書等の写し）及び当該工事の受注・施工が確

認できるCORINSの工事カルテ等の書類を添付すること。 

 



評 価 項 目 様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

① 

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

オ 本市発注土木

一式工事の受注

の状況（当年度受

注額／過去３年

間（年度）の平均

受注額） 

様式４ ① 令和４年４月１日から本公告日までに落札した本市（公営企

業を除く）発注の全ての土木一式工事（単価契約及び降灰除去

工事を除く）について記入すること。 

② 受注比率は、当年度受注額合計を過去３年度間の平均受注額

で割った数値を記入すること。（小数点以下第４位を四捨五入） 

③ CORINSの登録内容確認書等は不要。 

 

 

カ 過去１年間の

指名停止等の状

況 

様式１０ 本公告日の直前１年間（令和６年１０月１０日から令和７年１０

月９日まで）に指名停止又は入札参加除外措置を受けた期間がある

場合に記入する。 

（※指名停止等の月数×０．１を減点する。ただし、１か月に満

たない場合は、１か月とする。） 

 

 

 

② 
 
 

配 
 
 

置 
 
 

技 
 
 

術 
 
 

者 

ア 配置予定技術

者の過去１０年

間（年度）の同種

工事の施工経験

の状況 

様式５ ① 同種工事とは、公共工事の土木一式工事（港湾工事、ＰＣ橋工

事及びトンネル工事を除く）とする。 

② 本工事に配置予定の技術者が施工経験（監理技術者、主任技術

者、現場代理人に限る。）を有する工事のうち、平成２７年４月

１日から令和７年３月３１日までに完成した請負金額（JVの場

合は全体金額）が１億円以上の元請工事完成実績（JVの場合は

出資比率が15％以上のあるもの）について記入すること。なお、

複数の実績がある場合は、直近の２件について記入すること。 

③ 施工実績については、CORINS の工事カルテ及び竣工時工事

カルテ受領書等の写し、若しくは、発注機関からの施工証明等、

工事実績が確実に確認できる書類を添付すること。 

④ 全体工期の半分以上従事した工事のみ対象とする。 

 

 

 

イ 本市が発注し

た土木一式工事

における過去３

年間（年度）に完

成した工事の成

績評定点と別表

２の年度別評定

平均点との差の

工事１件当たり

の平均値 

様式６ ① 本工事に配置予定の技術者が施工経験（監理技術者、主任技

術者、現場代理人に限る。）を有する工事のうち、令和４年４月

１日から令和７年３月３１日までに完成した本市（公営企業を

除く）発注の全ての土木一式工事（単価契約及び降灰除去工事

を除く）について記入すること。 

② 配置予定技術者の役職名には、当該工事における配置予定技術

者の役職を記入すること。 

③ 評定点は、工事成績通知書の評定点を記入すること。 

④ 評定平均点は、記載した工事全部の完成年度の年度別平均点を

別表２（公告に有）から記入すること。 

⑤ 差分は、評定点から評定平均点を引いて記入すること。 

⑥ 平均値は、記載した工事全部の差分を足して、記載した工事件

数で割った数値を記入すること。（小数点以下第２位を四捨五入） 

⑦ 施工実績について、当該工事における配置技術者であることが

確認できる工程表等の写しを添付すること。 

⑧ 全体工期の半分以上従事した工事のみ対象とする。 

 

 

 



評 価 項 目 様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

② 
 
 

配 
 
 

置 
 
 

技 
 
 

術 
 
 

者 

ウ 国、県又は本市

における過去 

１０年間（年度）

の表彰実績 

様式７ ① 平成２７年４月１日から令和７年３月３１日までに完成した

土木一式工事において、国土交通省の各地方整備局の優秀現場

代理人・主任（監理）技術者又は若手優秀技術者表彰、鹿児島

県（土木部・農政部・環境林務部）優良工事等表彰実施要領に

基づく表彰又は鹿児島市優良工事等表彰の実績について記入す

ること。 

ただし、本公告日までに表彰を受けているものに限る。（表彰

決定通知書等含む。） 

なお、複数の実績がある場合は、直近の２件について記入す

ること。 

② 表彰を受けた工事の施工時点に所属していた会社が該当する

ものに○を記入すること。 

③ 表彰状の写し（申請日までに表彰状を受け取っていない場合

は、表彰決定通知書等の写し）及び当該工事の工種が確認でき

るCORINSの「登録内容確認書」又は「竣工時工事カルテ受領

書及び工事カルテ」等の書類を添付すること。 

 

エ 担い手育成加

算 

（条件付き加算） 

様式８ ① 加算を希望する項目のいずれか一つに○を記入すること。加算

を希望する項目については、年齢や性別確認のため、標準報酬決

定通知書等の写しを提出すること。 

② 令和７年４月１日現在の満年齢を記入すること。 

告示別表１の評価基準の満年齢区分は生年月日が次の者とする。 

・満４０歳未満：昭和６０年４月３日以降の者 

 ・満４０歳以上４５歳未満： 

昭和５５年４月３日から昭和６０年４月２日までの者 

 ・満４５歳以上：昭和５５年４月２日までの者 

③ 配置予定技術者について、令和２年４月１日から令和７年３月

３１日までの間に完成した本市（公営企業を除く）発注の土木一

式工事（単価契約及び降灰除去工事を除く）の従事実績（監理技

術者、主任技術者、現場代理人に限る。）、または、国若しくは県

から受けた表彰の実績について記入すること。 

④ 従事実績について、当該工事における配置技術者であることが

確認できる工程表等の写しを添付すること。 

⑤表彰実績について、表彰状の写し（申請日までに表彰状を受け取

っていない場合は、表彰決定通知書等の写し）及び当該工事（令

和２年４月１日から令和７年３月３１日までの間に完成した土

木一式工事）の受注・施工が確認できる CORINS の「登録内容

確認書」又は「竣工時工事カルテ受領書及び工事カルテ」等の書

類を添付すること。 

 



評 価 項 目 様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

オ 過去１年間（年

度）のＣＰＤＳ

（１級土木施工

管理技士）単位取

得状況 

様式８ ① ＣＰＤＳの評価は１級土木施工管理技士有資格者の継続学習

教育に限って評価する。 

②  令和６年度に全国土木施工管理技士会連合会の継続学習制

度（ＣＰＤＳ）で取得した単位数を記入すること。 

③ （一社）全国土木施工管理技士会連合会が発行する学習履歴を

証明する証明書の写しを添付すること。なお、連合会に証明書を

申請する際は、証明日欄には前年度末日（令和７年３月３１日）

を記載し、証明期間は過去１年度（令和６年４月１日から令和７

年３月３１日まで）を記載すること。 

④ １級土木施工管理技士の合格証明書等の写しを添付すること。 

⑤ 上記連合会以外の証明書（研修会主催者が発行する受講証明 

等）は対象外とする。 

③ 
 
 

地 
 

  

域 
 

 
貢 

 
 

献 
 

 

・ 
 

 

社  
 

会 
 

 

性 

ア 本市と「大規模

災害時における

応急対策業務に

関する協定」を締

結している団体

への加入状況 

様式９ ① 大規模災害時における応急対策業務に関する協定を締結して

いる団体への加入状況について記入すること。 

② 加入している場合は、加入団体名を記入すること。 

③ 証明書は不要。 

イ 環境マネジメ

ントシステム 

（ISO14001）等

の取得状況 

様式９ ① 本公告日現在における「ISO14001」等の取得状況について記

入すること。 

② 取得している場合には、登録証又は認定証等の写しを添付す

ること。登録証だけで適用サービスが確認できない場合は、付

属書も添付すること。 

③ 「ISO14001」を取得している場合は、エコアクション２１以

下の欄は記入不要。 

 

ウ 直前１年間に

おけるボランテ

ィア活動による

地域貢献の実績 

様式９ ①  本公告の日の直前１年間（令和６年１０月１０日から令和７

年１０月９日まで）に事業所として実施した本市内の公共施設

等へのボランティア活動（ただし、競技大会や賞品があるもの

は除く）について記入すること。 

② 活動場所は鹿児島市内の公共施設等に限る。 

③ 対象となる活動内容例 

・道の日、橋の日、海の日等の愛護活動 

・道路、河川、水路、海岸、学校等の清掃作業（本社等の軒先部

分のみの清掃など、社会通念上ボランティア清掃と言い難いも

のを除く。） 

・学校、社会福祉施設等の設備点検・補修（無償のものに限る） 

・公園施設等の遊具点検・補修（無償のものに限る） 

・学校行事、地域のイベント活動等に係る会場設営、重機提供等 

・通学路等の安全パトロール（複数日実施でも１回とみなす。） 

・行方不明者の捜索活動 

・インターンシップの受入 

④ 実施したものについては、新聞記事（記事の部分だけでなく掲

載紙、掲載日が確認できるもの）、主催者・管理者等からの証明

書（任意様式で可）、写真（日付のあるもの）など、活動内容及

び活動場所等が確認できるものを添付すること。（事業所自身で

作成した証明書は不可。また、主催者、管理者等がいる場合は、

写真のみの添付は不可。） 

 



評 価 項 目 様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

③ 
 
 

地 
 

  

域 
 

 

貢 
 

 

献 
 

 

・ 
 

 

社  
 

会 
 

 

性 

エ 障害者の雇用

状況 

様式１０ ① 本公告日現在における障害者の雇用状況について記入するこ

と。 

② 法定雇用義務がある場合は、①の記載内容を確認できる地方労

働局等に提出した「障害者雇用状況報告書」の写し（受付印が押

印してあるもの又は電子申請によるものは登録完了の確認でき

る書類）と障害者手帳の写し及び社員であることが確認できる標

準報酬決定通知書等の写しを添付すること。 

③ 法定雇用義務がない場合で、障害者を雇用している場合は、障

害者手帳の写し及び社員であることが確認できる標準報酬決定

通知書等の写しを添付すること。 

④ 後期高齢者医療制度に該当し、社員であることが確認できる標

準報酬決定通知書等の写しが添付できない場合は、事業所名の記

載がある直近３ヵ月分の出勤簿・給与明細等の書類を添付するこ

と。 

⑤ 法定雇用率は２．５％とする。 

 

オ 過去５年間に

おける新規学卒

者の雇用状況 

様式１０ ①  本公告日現在の新規学卒者の雇用状況を記入すること。 

② 「新規学卒者」とは、学校教育法に規定する学校又は専修学

校を卒業し、令和２年４月１日から令和７年３月３１日に雇用

された者（卒業から３年以内に雇用）で、公告日現在常用雇用

している者を対象とする。 

③ 卒業証明書の写し及び社員であることが確認できる標準報酬

決定通知書等の写しを添付すること。 

 

カ 鹿児島県協力

雇用主会等への

登録状況 

様式１０ ① 本公告日現在の鹿児島県協力雇用主会又はＮＰＯ法人鹿児島

県就労支援事業者機構（二種会員）への登録状況を記入するこ

と。 

② 証明書は不要。 

 

 

２．留意する事項 

（１） 技術資料は、パソコンでデータ入力し出力したもの又は容易に消去することができない筆記用具

で記載したもので提出すること。 

 

（２） 提出後の技術資料の修正は、提出期間内に限り認める。ただし、技術資料に不明な点がある場合

は、追加資料を求める場合がある。 

 

（３） 配置予定の技術者等調書及び技術資料に記入した配置予定技術者は、病気、退職等の極めて特別

な理由がない限り変更できない。 

 


